
令和７年度 182,101,319
178,232,000

事業
NO

事業名 事業内容等
事業費
（円）

内交付金
(円）

実績（事業実施状況）
担当課
担当班

1
物価高騰対応重点支援給付金（低所得世
帯支援・不足額給付分）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。

58,811,870 58,810,000

給付実績
　不足額給付　1,636人　支給総額　51,960,000円
　非課税3万こども2万　支給総額　870,000円
事務費　5,981,870円（会計年度任用職員報酬、共済費、需
用費、役務費、委託料等）

福祉保険課
福祉班

5 物価高対応子育て応援手当（独自加算分）
物価高の影響を強く受けている子育て世帯を応援するため、食料
品を始めとする様々な生活必需品・サービスの購入支援として、児
童一人当たり10,000円の現金を給付する。

17,520,000 17,520,000
給付実績
支給世帯　962世帯、支給児童数　1,752名
支給総額　17,520,000円

子育て健康支援課
子育て支援班

6
社会福祉施設物価高騰対策緊急支援事業
（高齢者福祉施設）

エネルギー・食料品等の価格高騰による、高齢者福祉サービス事業所等の電気
代等の光熱費の負担増が長期化している。介護サービス事業所・施設等の利用
者や事業者の負担の軽減のため、エネルギー、食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた介護サービス事業者等に対し、サービスの種類に応じた定額補助を
県と市町村で行うもの。なお、事業は県が実施する為、負担金及び事務費負担金
を県に支払うもの。

922,500 922,000
介護サービス事業所（入所）10,000円×127人×0.5＝635,000円
介護サービス事業所（通所）80,000円×5施設×0.5＝200,000円
介護サービス事業所（訪問）25,000円×7施設×0.5＝87,500円

福祉保険課
高齢者支援班

7
社会福祉施設物価高騰対策緊急支援事業
（障がい者福祉施設）

エネルギー・食料品等の価格高騰による、障がい者福祉サービス事業所の、電
気代等の光熱費の負担増が長期化している。多くの社会福祉施設は、公定価格
により、サービス料が定められており、物価高騰を受けて公定価格当の基準がた
だちに見直される見込みがないため、公的資金の増は見込めない状況である。
施設及び施設利用者の負担の軽減のため、施設に対し電気代等の高騰に対す
る補助を県と市町村で行うもの。なお、事業は県が実施する為、負担金及び事務
費負担金を県に支払うもの。

332,500 332,000

障害福祉サービス施設・事業所等（入所）10,000円×16人×0.5＝80,000
円
障害福祉サービス施設・事業所等（通所）80,000円×6施設×0.5＝
240,000円
障害福祉サービス施設・事業所等（訪問）25,000円×1施設×0.5＝
12,500円

福祉保険課
福祉班

8
社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事
業（子育て支援施設分）

エネルギー・食料品等の価格高騰による、社会福祉施設（子育て支援施設）の電
気代等の負担増が長期化している。施設利用者の負担増加は子育て世代など
の家計にも影響をするため、施設に対する電気代や食糧費等の高騰に対する補
助を県と市町村で行うもの。なお、事業は県が実施する為、負担金及び事務費負
担金を県に支払うもの。

745,500 745,000

認定こども園　5園、認可保育所　1園、病児保育施設　1施
設
支給額　1,371,000円×0.5＝685,500円
地域子育て支援拠点　1施設、放課後児童クラブ　3施設
支給総額　120,000円×0.5＝60,000円

子育て健康支援課
子育て支援班

9
12

給食材料費高騰による給食費支援事業
（R6補正分、R7予備費分）

米などの食材料費が高騰しており、子育て世帯への値上げに伴う
更なる経済的負担を回避する。

10,336,334 10,100,000

事業費（賄材料費）　10,336,334円
価格高騰に伴う賄材料費の増加分を給食費に転嫁せず、現
状維持で給食を提供した。

学校給食センター

10
13
14

物価高騰対策消費喚起くすPay プレミアム
ポイント事業（R６補正分、R7予備費分、R7
補正分）

物価高騰で落ち込む消費の喚起並びにキャッシュレス決済の普及
促進を図る。

55,161,439 55,160,000

夏のチャージボーナスキャンペーン事業費　21,532,000円
ポイント付与：チャージ額の30％
利用者数：1,752人
期間内チャージ額　91,075,000円
ポイント付与額　16,800,000円

冬のチャージボーナスキャンペーン事業費　10,500,000円
ポイント付与：チャージ額の30％
利用者数：993人
期間内チャージ額　28,654,000円
ポイント付与額　8,400,000円

【第2弾】冬のチャージボーナスキャンペーン事業費　19,760,000円
ポイント付与：チャージ額の30％
利用者数：1,966人
期間内チャージ額　58,224,000円
ポイント付与額　16,800,000円

事務費　3,369,439円

商工観光政策課
商工労政・企業誘致班

15 畜産飼料高騰化対策事業
飼料高騰等の影響により、酪農家や繁殖農家、肥育農家等の経営
は厳しい状況にある。畜産業の事業継続と経営安定を図るため、
飼料費高騰に対する補助を行うもの。

24,712,920 24,712,000
畜産農家に対し、飼料の上り幅の一部の補助を行った。
補助額　24,712,920円
対象農家　87戸

農林課
畜産林業班

16 原木椎茸種駒価格高騰対策事業
種駒価格が高騰する中、生産者の生産意欲の向上及び経営の安
定に資する事を目的とし、種駒購入に要する経費の助成を行う。

5,591,880 3,168,000
椎茸農家44名
申請駒数3,727,920駒×1.5円＝5,591,880円

農林課
農政班

17 物価高騰化対策外出支援サービス事業（バス・タクシー券）

物価高騰の中、高齢者の外出及び屋外活動の推進をするため、バ
ス及びタクシー料金の支払いに使用可能な利用券（バス・タクシー
券）を交付する。

7,966,376 6,763,000

1,599人にバス・タクシー券を配布し、1,193人が利用
バス・タクシー券利用枚数51,040枚　利用総額7,656,000円

事務費　1,203,376円

福祉保険課
高齢者支援班

事業費（円）

交付決定額（円）

事業評価

物価高騰で介護施設の運営に苦しむ事業者に対して補
助することにより、経営の継続と安定化を図った。

物価高騰の中、高齢者の外出及び屋外活動の推進を
図った。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の内容と効果について

物価高騰に対し給付金を支給したことで、各低所得世帯
の負担軽減および生活の安定を図った。

物価高騰に対し給付金を支給したことで、各子育て世帯
の負担軽減および生活の安定を図った。

種駒の高騰分を補助することにより、椎茸農家の経営の
悪化を軽減し、生産意欲の向上を図った。

飼料高騰および販売価格の下落に苦しむ畜産農家の経
営の一助となった。

物価高騰で障がい者施設の運営に苦しむ事業者に対し
て補助することにより、経営の継続と安定化を図った。

物価高騰で社会福祉施設（子育て支援施設）の運営に
苦しむ事業者に対して補助することにより、経営の継続
と安定化を図った。

価格高騰等に伴う保護者の負担を軽減でき、給食の内
容・給食費を変更せずに提供できた。
小学校　4,100円/月
中学校　4,600円/月

物価高騰の影響を受ける町民生活及び地域経済への支
援策として、デジタル地域通貨「くすPay」にプレミアムポ
イントを付与し、町内消費の喚起及び地域内経済循環の
促進が図られた。


